
歳入・・ ふるさと納税寄附金・収益事業収入の増額

歳出・・ 扶助費の増大

公共施設の耐震化や防災に係る事業

今後も見込まれる

財政需要の増加

※一時借入金の状況 （単位：百万円）

  （単位：億円） （単位：億円）

（歳入） 歳入予算額（276.8億円） 収入済額（240.2億円） （歳入） 歳入予算額（276.8億円） 前年度予算額（286.5億円）

（歳出） 歳出予算額（276.8億円） 支出済額（143.0億円） （歳出） 歳出予算額（276.8億円） 前年度予算額（286.5億円）

（単位：千円）

* 平成30年3月31日現在の
人口58,120人を基に計算

借入額 － 円
（一般会計）

厳しい財政運営

支出済額 執行率 前年度予算 対前年度率

104.3%
国 民 健 康 保 険 事 業 9,004,833 7,809,010 86.7% 8,179,670 90.8%

815,651 91.5% 855,212
101.1%6,215,1696,285,967 5,297,519 84.3% 5,524,935

土地

建物

基金

有価証券

公 設 地方 卸売 市場 事業 23,115 15,185 65.7%

介 護 保 険 事 業
後 期 高 齢 者 医 療 891,625 864,923 97.0%

公 共 下 水 道 事 業 1,187,392 422,346 35.6%

会　　計 予算額 収入済額 収入率

光 熱 水 費 等 支 出 616,134 460,642 74.8% 544,845 88.4% 593,628 103.8%

1,169,557

住宅新築資金等貸付事業 2,713 6,821 251.4% 105 3.9% 3,613 75.1%
15,438

101.5%371,475 31.3%

給 与 費 等 管 理 4,909,379 477          0% 4,503,328 91.7% 5,239,446 93.7%
公 債 費 管 理 3,387,636 -             -             3,216,916 95.0% 3,928,478 86.2%

66.8%

28,315    一般会計

87.9%

9,130,057 98.6%

千円

3,172,871

262,795

2,536,989

21,427 107.9%

42,733

特　別　会　計
公共下水道事業
公設地方卸売市場事業

住宅新築事業等貸付事業

合計

6,523      
5           
1           

34,844    

㎡

㎡

千円

平成29年度の一般会計予算 市 有 財 産 市 債

特別会計の状況

市税

地方交付税

市債

国庫支出金

県支出金

交付金及び

譲与税

その他

市税

地方交付税

市債

国庫支出金

県支出金

交付金及び

譲与税

その他

民 生 費

公 債 費

教 育 費

総 務 費

衛 生 費

土 木 費

そ の 他

民 生 費

公 債 費

教 育 費

総 務 費

衛 生 費

土 木 費

そ の 他

一般会計予算額と収入支出済額との比較 前年度一般会計予算との比較

住民の負担状況
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地方自治法第２４３条の３第１項及び鳴門市財政状況公表条例

の規定により，平成２９年１０月１日 から平成３０年３月３１日ま

でにおける本市の財政事情を公表します。

平成３０年５月１日 鳴門市長 泉 理彦

■市税総額の市民一人当たりの額 ■市民一人当たりの地方債残高

１２６，６３５円 ４８７，１７８円

（市税総額7,360百万円） （一般会計地方債額28,315百万円）

鳴門市では「スーパー改革プラン２０２０」を策定し、 自立的で持続可能な行財政システムの確立を目指して改革に取り組んでいます。
（計画期間：平成27年度～平成32年度）

自立的で持続可能な行財政システムの確立 ～市民が主役の未来へ飛躍する鳴門市を目指して～

１．歳入の確保に向けた取り組み ２．歳出の削減に向けた取り組み
３．特別会計及び地方公営企業会計の健全化 ４．簡素で効率的な行政運営
５．行政運営機能の強化 ６．定員管理・給与等の適性化と職員の能力向上
７．市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現

基本理念

今後とも、なお一層の効率化と重点化に注力し、健全な財政の実現を図るとともに、

市民の皆さまと協働し、無駄のない効率的な行財政運営に積極的に取り組んでまいります。

基本目標

前年度比３．４％の減


